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r三田学会雑誌」83卷2号 （1990年7月）

日本企業における労働意欲と企業文化

奥野 (藤原）正寬 (0

要 約

本論文では，社会慣習及び慣習均衡の概念を使って，労働生産性や経済厚生水準の決定要因であ 

る，社会慣習あるいは企業文化を分析する。「社会慣習（sodarnorm)」とは，社会的な経験によっ 

て示唆される行動基準，つまり，様々な社会的状況において習慣的に選択される行動である。「慣 

習均衡」とは，社会慣習が示唆する行動から逸脱する誘因が存在しないという意味で，安定的な社 

会慣習である。慣習均衡は，ナッシュ均衡概念の再解釈でもある。ナッシュ均衡を慣習均衡として 

再解釈することで，伝統的な解釈よりもより少ない情報の下で，従って，人々が非現実的なほど 

「合理的」であることを仮定しなくても，ナッシュ的な行動をとることを説明できる。また，複数 

のナッシュ均衡が存在しても，社会慣習自体が均衡をリファインすると考えることで，どの均衡が 

実現するかを考慮する必要がなくなる。 '

本稿では，慣習均衡の概念を労働市場に応用する。モテルの重要な前提は，個別労働者の努力 

(effort)力;，労働者全体の共有情報である，つまり，個々の労僮!)者の努力は，本人に加えて，その 

同僚労働者も知っているという仮定である。本稿で分析される社会慣習では，異なるぶ業で異なる 

労働慣習が形成される。「評判」の良い企業では協調的な労働慣習が成立するのに対して，「評判」 

の悪い企業では非協調的な労働慣習が成立する。この社会慣習の下で，失業なしに効率賃金仮説が 

成立することを明らかにする。また，このモデルの，日本の労働市場に対するいくつかの含意につ 

いても検討する。

1 は じ め に

本稿では，日本企業の雇用関係に重要な役割を果たしている，労働慣習と企業文化を分析する。 

多くの日本企業の研究者が，日本の生産システムで，労働慣習や企業文化が重要な役割を果たして

( * ) 本稿の作成にあたって，H. Miyazaki, A. Postlewaite, M. Riordan,锻冶佐保子，藤原香子の各氏 

から与えられた有益な示唆と批判に感謝する。また，小西秀樹氏には，文章上の手直しをお願いした。 
本稿の作成にあたっては，文部省科学研究費63301075の援助が有益であった。
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いると指摘してきた。このような観察の妥当性は自明かもしれない。しかし，労働慣習や企業文化
( 1)

を正面から分析しようとする試みは，経済学の文献にはほとんど存在しない。その理由もまた，明

らかである。経済理論は社会慣習や文化の問題を，その分析対象としてこなかったからである。
( 2)

以下では，「慣習均衡（norm equilibrium)」の概念を使って，これらの問題にアプローチする。 

良く知られたナッシュ均衡概念の再解釈である慣習;1%衡は，社会慣習が，明示的な契約に依らずに， 

(相互に利益をもたらしうろ）社会的合意を実行させるメカニズムであるという視点を定式化する。 

社会の各構成員が，クレジットカードを持っているかどうかといった，他の構成員が容息に確認で 

きる社会的地位（status)を持つとしよう。形式的には，社会慣習は，r社会的行動様式（social stan­

dard of behavior)」と「社会的推移基準（transition mapping)」の組合せとして表わされる。社会的 

行動様式は，社会の各構成員の社会的地位の関数として，各構成員のあるべき行動選択を記述する。 

他方，社会的推移基準は，前時点まで，その構成員が社会的行動様式を遵守してきたか，あるいは 

それから逸脱してきたかに依存して，各時点の各構成員の社会的地位を定める。ある社会的慣習の 

下で，社会の各構成員が社会的行動様式が示唆する行動を選択することが，すべての起こりうる状 

況で最も有利な選択であるとき，その社会慣習は，慣習境衡と呼ばれる。社会慣習が，慣習を順守 

するインセンティブを与え，社会的合意の実行メカニズムとして機能するのは，社会的地位の変化

を通じて，社会が現行の社会慣習から逸脱した人に罰を与え，またそれを遵守する人に報酬を与え 
( 3 )

るからである。

慣習均衡における社会的地位とは，社会の各構成員の行動の歴史，あるいは，その十分統計量で 

あり，その構成員が社会慣習に従って行動してきたかどうかを他の構成員に伝達する方法である。 

社会慣習が与えられれば，個々人の行動選択に必要な情報は，社会慣習それ自体や他の構成員の地 

位といった，局所的な情報だけで十分である。従って，慣習均衡の下では，複雑な社会的合意も， 

社会慣習として容易に実現すろことができる0

また本稿では，各個人は，その働いている企業のタイプに依存して，社会的地位を与えられると 

する。この解釈は，社会的地位という情報を伝達するための特別なメカニズムを仮定する必要がな 

いから，社会慣習の概念にとって，とりわけ魅力的な解釈である。いいかえれぱ，本稿の目的の一 

つは，企業といった組織が，その組織のメンバーであるということで，メンバーの過去の行動に閱 

する情報を伝達するという役割を持つことを明らかにする点にある。

本稿のモデルを簡潔に説明しておこう。本稿では，次のような社会を考える。個々の企業は，異 

なる労働慣習を持つ。（評判の良い）企業では，協調し企業に忠誠心を持って働くことが労働慣習で 

あり，それ以外の企業では，協調しないことが慣習である。モラルハザードや情報のシェアリング 

などの潜在的なスラックのため，スラックを揉除できる協調的な企業では，より高い生産性が達成

注 （1 ) 例としてはO kuno〔1984〕を参照せよ。また，Akerlof〔1980〕及びKreps〔1989〕をも参照の 
こと。後者は一般的な企業文化の役割を強調している。

(2 )  Okuno-Fujiwara & Postlewaite〔1989〕を参照のこと。

(3 )  Milgrom, et. a l〔1988〕，Kandori〔1988〕も，同様の考え方を提示している。
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され，労働者はより高い効用を獲得できる。協調的な企業から解雇されれば，労働者は高い利得を 

失うから，協調するという慣習は，労働者の自発的意思によって維持される（self-sustaining) であ 

る。つまり，協調的な企業に働く労働者は，企業文化に従い企業忠誠心を育てることで，より高い 

給料やより良い生活というプラスの報酬を受け取ることになる。この結果，社会における各企業の 

労働慣習は，労働者の雇用及び配属のルールとあいまって，安定的な〔あるいは維持可能な）社会慣 

習を形成する。

もちろん，この社会慣習が機能するためには，さほ’ったり企業（労働）文化から逸脱する行動を， 

経営者が識別できなければならない。通常，労働努力の程度やその他の私的情報は，経営者にとっ 

て観察可能ではない。従って，労働者にその私的情報を正しく表明させるメカニズムを構築するこ 

とは，企業にとって極めて重要である。本稿で想定するメカニズムは，同僚の労働者達の間で私的 

情報を共有できることに依存している。私的情報を他の同僚労働者と共有できれば，いくつかの望 

ましい性質を満たすNash Implementation mechanismを，容易に作ることができる。嘯をつい 

ていることが明らかになれば，何らかの罰則が与えられるとしよう。そうならば，同じ私的情報を 

知っている他の同僚労働者達が，情報を正直に表明すると予想する限り，個々の労働者は自分の嘯 

がぱれてしまい，罰則を与えられないよう.私的情報を正直に表明するインセンティブを持つこと 

になるからである。

ここであらかじめ，なぜ，dominant strategy equilibirum (支配戦略均衡）ではなく，Nash 

equilibrium implementationを考えるのかについて，触れておこう。第一に，通常，implemen­

tation mechanismにおいて，ナッシュ均衡の代わりに支配戦略均衡が使われるのは，情報量の問 

題があるからである。他のプレイヤーの行動選択に関わらず，常に最適な選択を保HEする支配戦略 

均衡と異なり，ナッシュ均衡は通常，common knowledgeの仮定の下でのみ正当化される。しか 

し，本稿の定式化では，ナッシュ均衡戦略は，現行の社会慣習に対する最適反応として選択される 

から，ナッシュ均衡戦略を選択するための情報量は制約的ではない。第二に，潜在的には，社会 

(メカニズム）に複数のナッシュ均衡が存在する可能性がある。しかし，各構成員にその社会慣習に 

従った行動をとらせるものは，社会慣習そのものに他ならない。均衡として複数の社会慣習が存在 

しても，実現されるのは，現行の社会慣習でしか有り得ない。その意味で，ナッシュ均衡の複数性 

も問題を引き起こさない。

なお，本稿のモデルは，効率賈金仮説の拡張と考えることができる（例えば，Shapiro & Stiglitz 

〔1984〕や Okuno-Fujiwara〔1988〕を参照せよ）。しかし，本稿の定式化と従来のそれとの違いはニ 

つある。第一に，本稿では，労働者が獲得できる利得に差がある限り，勤労意欲を失業なしに維持 

できることを明らかにする。第二に，経営陣による監視を，労働者による同僚労働者の努力選択に 

ついての相互監視に置き換える。経営者による監視という従来の仮定を用いても，同一の結論が得 

られることはいうまでもない。

本稿の解釈に従えば，日本的労働慣習といわれる，終身雇用，階層的昇進（spiral promotion),
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企業別労働組合などの最も重要な役割は，これらの「システム」が情報のシェアリングを容易にし 

ているという事実である。同一企業，同一の職場で働いた経験によって，多くの同僚労働者は，生 

産ラインの故障の理由，生産計画の変更による費用削減や，生産性の潜在的な改言の可能性などを， 

容易にそして同時に知ることができるからである。逆に，仕ま̂の責任が細分化され，労働組合が非 

組合員を組合のカバーする仕享から挑除するとき，あるいは個々の労働者が仕享の一部分にしか経 

験を持たない場合には，労働者はその職歴を通じて他の仕享をしたことはなく，上に挙げたような 

私的情報を獲得し，識別することが困難になるからである。

以下の分析のいま一つの重要な含意は，労働インセンティブを作り出す要因として，終身雇用制 

は重要であるが，もし終身雇用が保誰されてしまえば，それは労働インセンティプとはならないこ 

とである。年輩労働者（senior worker)の終身雇用が，労働組合と経営陣の間で*面上の合意によ 

って保証されているアメリカの実状とは逆に，日本における終身雇用は，単なる望ましい社会的理 

想であり，経済環境が許すときにのみ終身雇用が保IEされるに過ぎない。経営陣に労働者を解雇す 

る自由がなければ，労働者がさぽることに対する懲罰という脅しがなくなるからである。

本稿の構成を，述べておこう。次節では，社会慣習と慣習均衡の概念を定義する。第3 節では， 

簡単な企業の数学モデルを導入し，二つの異なる労働慣習（企業文化）を定義しこれらの慣習力;慣 

習均衡となるための条件を考察する。第4 節では，社会慣習が安定的であるインセンティブを分析 

する。選択した努力水準という私的情報が，少なくとも二人の異なる同僚労働者に共有されている 

ならば，協調型の企業の労働慣習の下で，その情報を正直に表明するインセテンティプが存在すろ 

ことをす。第 5章;では’ 同一のメンバーと同一の技術を持つ社会でも，その基盤となる社会慣習 

が異なれば，異なる結果と異なる資源配分が実現されることを示す。第6 享では，日本企業に対す 

る本稿の分析の含意を論じ，結論とする。

2 慣 習 均 衡

2 . 1 現実の社会は，数限りない（利害の衝突する）経済状況から構成され，社会のメンバーは毎日 

異なる経済状況に直面し経済行動の達択に迫られる。それにも関わらず，伝統的なゲーム理論は 

考察の対象を孤立した「ゲーム」に限り，一'^^—つの異なる経済状況を，社会から独立した，孤立 

した状況として分析してきた。伝統的なゲーム理論は，暗黙のうちに，プレーヤーが「合理的」で 

ある，つまり，プレーヤーは個人的な歴史，生まれ言った社会や，「ゲーム_!が社会において意味す 

る文脈などの，社会的背景に拘束されないと仮定してきたからである。

しかし，経済学者が関心を持つゲーム（以下これを「経済ゲーム」と呼ぶ）は，決して孤立したゲー 

ムではない。通常の社会的依存関係—— 潜在的に利害対立を内包する販売活動や労働行為など——  

でさえ，人々は習慣的な行動をとる。つまり，他人が，経験によって予想された行動をとる限り， 

自分も社会慣習に従った行動をとろうとする。人々の社会的行動は，過去の社会的相互依存関係に
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よって規定され，社会慣習や個人的経験に大きく左右されるからである。経済学は社会科学だから，

社会的文脈や習慣的行動を考察することは，現実を説明し社会現象を分析する上で，決定的に重要

である。このように考えれぱ，経済ゲームとは，社会において繰り返し現れる経済的「状況」の一

つとして考察すべきである。逆にいえば，社会とは，このように複雑に絡み合った様々な状況の集

大成として解釈するべきである。

もちろん伝統的なゲーム理論も，原理的には，この問題を解くことができる。経済の構造全体に

関するデータが，すベて社会構成員全員にとって共有知識（common knowledge) であると仮定すれ
( 4 )

ぱ，ナッシュ均衡（あるいは，相関均衡（correlated equilibrium) )が実現すると予測できるからであ 

る。しかし，何百万という人のいる社会で，個々の細かい出来事の詳細までが，共有知識であると 

仮定することが妥当だとは思われない。また，社会には，それが機能を停止すると考えられる終わ 

りの日も存在しない。繰り返しゲームのフォーク定理が示すように，無限の時間軸を持つゲームで 

は，無数のナッシュ均衡が現れる。そうだとすれば，無限数のナッシュ均衡の中で，どの均衡が実 

現されるかどうかをどうやって予測できるだろう力、。伝統的なゲーム理論は，この点に十分な答え 

を与えない。以下で説明するように，ナッシュ均衡を慣習均衡と再解釈することで，これらの問題 

を回避することができる。

2. 2 以下，慣習均衡の概念を簡潔に説明しよう。説明の便宜上，社会のすべてのメンバーは同じ 

選好を持ち，無限に生きるものとしよう。彼らの将来割引率は，ゼロである。ただし毎朝，生存中 

の人口のうち1-5の割合が死亡するものとし，それと同じだけの新しい人口が生まれるとする。こ 

の仮定によって，個々人はあたかも期待効用で測って，3 の割引率を持って行動すると仮定できる。

a s A で,個々のメンバーの「状況」あるいは「地位」を表わそう。簡単化のため，社会には有限 

個の状況だけが存在するとする。一つの状況（地位）は，0 / ,0 の組によって構成される。ここで， 

g ^ G は，「ゲーム」あるいは「社会的相互依存関係丄：•は，g における個々人の位置Ctmition)で 

ある。ー"̂ ^̂のゲームびは，組 （iV(gO, S(g), « ( . ;g O )で表わされる。ただし，

ぐ/

" ( •  ;gO= {な,い ‘; 8̂ 0 }

m(* ： g, ；a) : S(.g')-*R

である。ここで’ iV (g)は，ゲームびの「プレーヤー」の集合であり，また’ S(g,/ ) は，ゲームg 

の位置：' にあるプレーヤーが選択できる行動の集合である。特 に び ，!'） のとき，SCtt)は，状 

況 （地位）a にある個人が選択できる行動の集合を表す。" （• ; « )はプレーヤーの各時点での一時 

的利得である。

マルコフ戦略とは，写像 ff: S G 4 )であり，各状況（地位）に対して，とるべき行動5 = び(《) 

e S ( a )を特定化する。社会のすべての. メンバーが共通のマルコフ戦略をとるとき，この戦略を

注 （4 ) Aumann (〔1987〕）を参照せよ。
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r社会的行動様式」Csocia! standard of behavior以下S S Bと略す）と呼ぶ。以下，SSBは，その社会 

で支配的な慣習と解釈する。もし，社会であるSSB (び）が支配的であり，また（g,/)の地位の個 

人が s e S O )を選択するならぱ，彼は

u(.s,a\oc) = u(.s, . ；a)

を獲得すろと予想する。も し grのすベてのメンバー（その本人も含んで）力:，そのS S B に従うな 

ら，状況a の下でのプレーヤーの利得は

; tt)ニ" （びけ) ’ CT ； a )

と略記できる。

社会のメ ン バ ー は ， 毎朝毎朝，異なる状況（地位）に直面する。この推移のあり方は，社会慣習 

によって暗黙のうちに決められている。社会的推移基準r : A X S G 4 )—A が現在，地位《̂を保有す 

るメンバーが今期，行動 S G S O )を選択するとき，次の期に保有する新しい状況（地位） =

5) を割り当てるからである。新しく生まれたメンバーは，パの中のなんらかの地位（例えぱ，無作 

為に抽出された地位）を割り当てられる。社会的行動様式と社会的推移基準の組合せ0 , r ) を社会慣 

習と呼び，iSで表わす。

社会的推移基準r を固定しよう。もし，他のすべての社会メンバーが，支配的なSSB O Oに従う 

一方，一人の個人が別のマルコフ戦略びi を選択するなら，その個人の各状況における価値（または 

生涯利得)，y〔びi ,び；《) は，次の方程式をすべてのについて解くことによって定義される。

tKびi,ぴ；《) ニ mOズff), (T ; oO + 5yOt, o ; rO ,びO )))

もし，その個人が支配的なS S Bに従うならば，その個人の生涯の利得は

v (a ,a )^v (p , CT ；a)

で略記される。

ナッシュ均衡の従来の解釈と異なり，社会全体の構造（M g ) ,S ( g ) , « ( . ; g ) ) が共有知識であ 

る必要はない。社会慣習# = 0 , T ) ,及びそれに関わる生涯の利得（の）だけが，社会のすべてのメ 

ンバーにとって共有知識であること，及び，個み人が現在の状況A を認識し，その局所的な知 

識 ( •，び；o O )を理解できることだけが要求されるからである。言い換えれば，個々人が， 

自分にとって選択可能な行動の集合と，他のメンバーが社会慣習に従ったとき，結果として得られ 

る利得を理解していること力’、，仮定される。

2. 3 すべてのマルコフ戦略の中で，社会的に支配的なS S B に従うこと自体が常に最適なとき， 

社会慣習は慣習均衡であるという。すなわち，任意のマルコフ戦略びに対して，かつ，すべて 

の状況（地位）a に対して

v(o*, 0*; a) ̂  uO, a* ; a)

が成り立つとき，社 会 慣 習 は 慣 習 均 衡 で あ る と い う 。

あるSSB (ff)を所与としよう。 において，S S B から逸脱しsG S (めG キび0 ) )を選択す
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るならぱ，少なくとも一時的に利益を増やすことができる。この一時的利益増を，逸脱インセンテ 

ィプと呼び，

dQs, 0C ；ぴ) = びジー« (びジ,び;«)

で定義する。ゴ(み び ）は，支配的なSSBに従ってび( a )をプレイする代わりに，SSBから逸脱し 

て，Sを選択することにょって得られる一時的な利得の増加額を表している。このとき，Dynamic 

Programmingにおけるunimprovabilityの性質を使うことにより，次の補題がただちに従う。

補題1
ダ==(ぴ*,で* ) が慣習均衡であるための必要十分条件は，任意のa s A  s e S (a )に対して， 

dCs, a ; で*(«’ び*00)) — び* ； r*(a, s))]

が成り立つことである。

従って，支配的なS S Bに従うことが，長期的に最適か否かを計算するためには，次の二つを計

算すれば良い。第一に，その SSBから逸脱することにょって得られる一時的な利益増であり，第

ニに，逸脱の結果，失う（その支配的なSSBの下で評価した）継続利得の現在価値の減少額である。前

者が後者を上回らないかぎり，支配的なSSBから逸脱することは，個人にとって望ましいことで

はない。 この意味で，慣習均衡において個人が直面すろ問題は，ナッシュ均衡の伝統的な解釈が想

定されるものと異なり，単純な条件付き最大化問題でしかない。

定義によって，慣習均衡は常に，その社会全体のゲームのナッシュ均衡である。本稿で仮定する

ょうに，人口が無限であれば，慣習均衡は〔サプゲーム）完全ナッシュ均街でもある。しかし，人口

が有限であれば，完全ナッシュ均衡であるとは限らない。この点を理解するために，任意の/ 期に，

支配的な社会慣習の下で，社会的に認められた地位を持つ人々の割合を，力【としょう。マルコフ戦

略び（•），評価関数K . ) , 及び逸脱インセンティブ関数は ’ すべて潜在的にかの関数である。

さて，ある個人が社会慣習から逸脱したとすれば，この個人は社会的に認められた地位を失う。

また，この個人と出会い，社会慣習にょって，この個人に罰を与えなければならない人々も，今ま

での地位とは異なる地位を与えられるかも知れない。しかし，人口が無服大ならば，この比率か

はゼロのままで変イ匕しない。しかし，人口が有限ならぱ，力tは一人の個人の逸脱にょっても，時間

と共に変化しうるから，ここで定義した慣習均衡は，完全均衡でなくなりうる。し力、し，慣習均衡

はある意味でr局所的完全J ナッシュ均衡ではありうる。なぜなら，（0 補題1で定義された逸脱

インセンティプが，強い意味の不等式で満たされ，G D人口のある小さな割合が支配的な社会慣習

から逸脱したとしても，逸脱者はいずれ死亡し，新しい人口が生まれるために，/ U i l に近いまま

であると想定しょう。この場合， 力’、十分に小さい値でとどまろ限り，逸脱誘因は継続的な利得の

増加ょりも小さいから，少数者が逸脱しても，それ以上の逸脱が旁生すろことはないからである。
(5)

この意味で，慣習均衡は局所的には完全均衡となりうる。以下，本稿で考える社会慣習は，この意
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味での局所的完全性を満たしている。

以下では，この慣習均衡の概念を，日本における労使関係に応用しよう。

3 ティ ー ム . モ デ ル

3 . 1 無限数の物理的に同質的な企業と，無限数の物理的に同質的な個人（労働者）からなる経済を 

考える。各期には，無限数の個人が，この社会に生存している。各個人は同質的で，同一の一時的 

効用関数" （M；t, e t ) (ただし，《；+eIl+は/期の消費量を， は/期の勤労努力水準を表す）を持ち，U 

• ) はH 関数で，u h の増加関数，めの減少関数である。従って，労働者は危険回避的であ 

る。各個人の割引因子は1 であるが，毎期，個々人は1-5の確率で死亡し，同じ数の新しい世代が 

生まれる。その結果，全体の人口数は時間を通じて一定である。この仮定によって，期待効用で計 

った個人の割引因子は，5 になる。資金市場は不完全で，借入れと貸出ができない。このため，a )  

w tは常に個人の受け取る金銭的報酬に等しく，（i i )各個人は，労働ィンセンティプを解決するため 

の，担保付き雇用契約を縮結することができず，G ii)新しく生まれる世代に遺産を残すこともない。

また，企業も無限に多く存在し，一部が現在操業しており，残りは潜在的な参入企業である。す 

ベての企業は，利潤上で定義された一時的効用関数G O )を持ち，危険回避的である。危険回避的 

であるから，すべての利潤水準について， （7  (•)> (), ( 7 ' ( . ) < 0 である。長期的に企業も，利潤か 

ら生み出される効用を，割引き因子5 で割り引いた現在価値を最大化するよう行動する。個々の企 

業は，" 人の労働者さ 3 ) を雇用する。

3. 2 個々の企業の生産関数を，

yt=F(_et’ -fjd

としよう。y tは, t 期の総生産量，e tは，雇用労働者の勤労努力プロファィル（e i t , end, ejcは， 

-期の；番目の労働者の努力水準，りパよ，企業のどのメンバーも観察できない確率的なノィズであ 

る。F ( . , はH 関数であり，eプパこついて増加的である。またF C , . ) は，努力の平均水準，

も= ；a = i"か/ " にだけ依存するとしよう。従って，H er,で!）は， る，り0 と書き直すことができ 

る。更に，他のすべての労働者がもを選択し，最後の労働者がe t を選び，ノィズがり£であると 

きの生産量を，/ ( も, I7tle«)=/([«_1)も+^£]/«，り《) で表わそう。

企業（経営者）は，個々の労働者の努力の選択も，集計された全体の努力水準も観察できない。従 

って，企業が観察できるのは各期のだけであり，個々の労働者に支払われる賃金は， (あるい 

は2/tの歴史）だけの関数である。モデルを層簡単にするため，取引費用のために，企業は，個々  

の労働者に支払う賃金を，現時点での集計された生産量だけに依存する一次関数， =  </>(!/«) =  «?/«

注 （5 ) これらの問題および定義についての詳細はOkuno-Fujiwara and Postlewaite〔1988〕を参照せ 
よ。Kandori〔1988〕は完全ナッシュ均衡を実現するノルム均衡を提示している。
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+ろとしてしか提示できないと仮定する。一方，個々の労働者の個別努力は，同僚労働者によって 
( 7 X 8 )

観察できる。この結果，実際には非協力繰り返しゲームをプレーしている労働者間で，協調の可能 

性が生まれる。しかし，各労働者の努力水準は，全体の生産量が分かる前に選択されるから，労働 

者は賃金支払いに関する不確実性を免れることはできない。

操業中の企業は，物理的には同質的であるが，二つの異なるカテゴリーに区別される。評判の良 

い (：P ) 企業と評判の悪い企業（A 0 である。この区別は，労働者が，各企業の「企業文化」につ 

いて持っている認識の差を反映している。新規参入企業はすべて，が企業として出発する。参入は 

自由だから，iV企業は利潤から0 の期待効用しか得られない。市場に存在するすベての企業のうち， 

/^企 業 の 比 率 を で 表 わ そ う 。長期的にこの比率は，AT企業がP 企業に変貌するにつれて 

変化しうる。N 企業がP 企業になるすこめにi t , 協調的な企業文化を培う努力が必要である。筒単化 

のため，次のようなダイナミックスを仮定しよう。もし，P 企業が正の期待効用を生み出すならば， 

企業は企業文化の育成に資源を投じて，P 企業になる。しかし，P 企業の期待効用が0 ならば，

•P企業になるためのコストのために，企業文化言成努力は魅力的ではなく，_/^企業は/̂ 企業になろ 

うとする努力をしない。

最後に，労働者の地位はその人が働いている企業のタイプに応じて， P か iVかに分類される。生 

まれたとき，各個人は， またはiV企業に仕享を見つけるが，この選択はランダムに行われる。

4 N 企業と自由参入

4 . 1 企業の契約は次の通りである。各企業は毎期，期初に賃金関数を各労働者に提示し，
( 9 )  _

期未に各労働者の，同僚労働者に関する評価を聞く。賃金は，その評価に関係なく，すべての雇用

労働者に支ゼ^われなければならない。しかし，二人以上の同僚労働者から仕事の成績が良くないと

指摘された労働者，また，同僚労働者に対する評値が，他の労働者の評値と異なる労働者は，解雇

される。P 企業から一度解雇された労働者は，再度/^企業から雇用契約を得ることが不可能であり，

AT企業に勤めざるをえない。

(6)

注 （6 ) 線形の賃金関数を用いることの正当性については，例えぱ，Holmstrom and Milgrom〔1987〕や 

Hart and Holmstrom〔1987〕を参照せよ。

( 7 ) 賃金を，年齢や就業年数，あるいは個々 の労働者の労働実績の関数にすることによっても，労働イ 
ンセンティプを生み出すことができる。（例えば，Lazear〔1979〕，Kanemoto and MacLeod〔1987〕， 
Shapiro and Stiglitz〔1984〕，Okuno-F ujiwara〔1988〕などを参照せよ。）本稿では，このような可 

能性を排除しても，労働慣習によって，労働インセンティブを生み出すことができることが示される。
( 8 ) 日本のボーナス制度は，この種の賃金関数である。詳しくは，Okuno〔1984〕，We'tzman〔1984〕， 

Freeman and Weitzman〔1984〕などを参照せよ。

( 9 ) 個々 の労働者の努力水準は，同僚労働者によって観察可能だから，賃金を，同僚労働者が報告した 

その労I勤者の努力水準の関数とすることもできる。本稿では. この可能性を考慮しない。ただし，本 

稿では，同僚労働者が提供する情報を解雇の意思決定に利用するV とで，インセンチィプを作りだし 
ており，賃金水準自体の決定にこの情報を利用すれば，結論は一層強固になる。
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線形の賃金関数を所与として，BIKe, < f )で, 他の労働者の平均的な努力水準がe のときの，個 

別労働者の最適反応を表わそう。すなわち，

BRQe, ^)=argmax 五" (が/ O，171 e')), e')

である。このとき，

etf-B RU ,め

を 満 た す は ，（一回限りのゲームにおける）ナッシュ均衡努力水準である。ここで，すべての労働 

者がg の努力水準を選択しているときの，個別労働者の一時的利得を，uKe')=Eu<i<Kf(^e、r)y\ e') 

と定義する。このとき，

ec=argmax û K.e)
e らR*

を満たすeすは，協調的な努力水準である。最後に，すべての労働者が，一回限りのゲームのナ.ッ 

シュ努力水準を選ぶときの期待効用を，utr =  uKetr：)’ 同様に，すべての労働者が，協調的な努力 

水準を選ぶときの期待効用を， とする。

補題 2

もし0 < グ（?/) =  < 2 < "であれば，

( i ) eti<et,

( i i )  u K e ')は，[etf, e t l上で，e の増加関数である，

(iii) UN<U^eが常に成立する。

I I 明 線形だから，m O )は e の連続なIH]関数である。ところで，ナッシュ均衡の努力水準では

ia/n)Euvi(.afieN,り) +ろ, etr̂ feCetr, rf)+EueQafieti,り) + ろ, e^ )= 0

が成立する。0 < ^ z < «だから，" (め は e=e^^において増加的であり，（i ) 一( i i i ) が直ちに従う。 

(誕明終わり）

4. 2 iV企業は，企業文化のために，企業側（経営者）も労働者も，現行の雇用関係にコミットでき
ao)

ない。このため，どんな労働関係も1期間を越えて延長できない。従って，労働者はiV企業が提示 

する賃金関数を所与として，一回限りの非協力ゲームをプレイする。このため企業は，労働者に 

最低限，他の雇用機会から得られる利得を一時的な期待利得として保証しなければならないという 

制約の下で，最言の一回限りのナッシュ契約を見つけようとする。

注ひのただし労働者も企業も，その期の雇用関係にコミットしなければならないと仮定している。賃金は 

仕* の終了後に支払われ，賃金が不払いならぱ，第三者（裁判所）を通じて，企業に罰が課されるた 

め，この雇用契約は実行される。
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を，すべてのiV■労働者が市場で期待できる一時的利得としよう。また，線形の賞金関数の集 

合をW ,一回限りゲームのナッシュ均衡で，少なくとも" i f だけの一時的な期待利得を与える線形 

賃金関数の集合を，

Wn (.um) =  {<}i^W\u^ieN')'^UM]

とする。このとき，iV企業が提示する賃金関数は，次の問題の解となる。

maximize EG i/ietf, rj)')

こ の 問 題 の 解 を が ま た ，そこでの企業の期待効用水準を巡）としよう。Milfが増加す 

れぱ上の問題はより制約的となり，その結果，企業の達成可能な期待利潤五G C O は低下する（少 

なくとも上昇しない)。さらに，企業も労働者も危険回避的であるから， の傾きは0 と《の 

間の値である。なぜなら，その傾きが《以上（ゼロ以下）であれぱ，企業（労働者）は生産に関わる 

すべてのリスクを負担するからであり，企業（労働者）も危険回避的であるという仮定の下では，こ 

のような賃金関数は最適ではありえないからである。以上を要約すれば，

補題3

7Tダ(め0 はに関する非増加関数であり，生 産 量 に 関 す る の 傾 き は ，0 と"の間にな 

けれぱならない。

AT企業の参入は自由だから，均衡における企業の期待効用は0 でなければならない。そのため 

には， が0 になるようなU Xが成立しなければならない。この条件を満たす"31力:，一意的に 

存在するとし， で表わそう。つまり，；rjv(«3f*)=0が満たされる。このとき，《が* はiV■労働者 

の均衡利得であり，4>yCuM*：> 力:，iV企業の均衡賞金関数である。最後に，& 八 =  の飞

でのか，すなわち，貢金関数か^(«ノ0 を所与としたとき，労働者が一回限りのナッシュ均衡とし 

て選択する労働努力とする。

5 P 企業と社会慣習

5 . 1 社会全体では，次のような社会慣習が成立している。働く企業のタイプに依存して，各労働

者には二つの地位がある。また，各労働者が毎期選択する行動も，2 種類ある。努力水準を選択す

る （e e R + )ことと，他の労働者の努力水準について評価を与えることである。後者は，各労働者

: • 力: ，働いた期の終わりに m i  ニ（m i l ,  m i T i ) という報告を行うとする。た だ し m f プe  { _ B ,  で
C11)

あり，Wfプはその期 の ；番目の労働者の実績についての報告である。 プがG ならば，ゾに関する

( 1 1 )実は，個々 の労働者の努力水, が，他のすべての労働者に識別されなければならないという仮定 

は，不要である。享実，個々 の労働者の努力が，最低限，他の二人の労働者に識別されれば，上と同 
様のメカニズムを設計することができる。 i 番目の労働者の努力選択が，これら二人の労働者によっ 

て報告されれぱ曳いからである。
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z の評価は「良」もしくは「容認できる」であり，树<プがねのときには，その評価は「悪」あるい 

は 「容認できない丄である。ま記の簡単化のため，個々の労働者は，自分の仕事に関しても評価を 

下すと仮定する。最後に，m = G m , W r a ) は，一つの企業の労働者の評価全体のプロファイルで 

ある。

ある努力水準ジG R + を固定しよう（ee*は，次節で定義される）。支配的なS S B を，びe: {P, Â } 

~*R+、びm : {■P, M  ぜ " なる写像の組合せび：= (ぴむびm ) とし，

ぴ eCP) =  ee*, Oe{N') =  eM*

OmjiP, e)ニG iif ej=e*'), <V/CP, e)ニBQi, ej^e*')

び7n_/.(iV’ e) =  G for all e - ■ ■

を満たすとしよう。即ち，すべてのP 労働者はec*の水準で働き，すべてのiV労働者はか*で働く 

のが，現行の社会慣習である。また，P 企業の企業文化は，すべての労働者が同僚労働者の努力を 

正しく評価し，正直に報告することであり，TV企業では，労働者はiVタイプの企業文化（つまり，経 

営者と労働者の利益が，まったく背反していると考えてい-る）を反映して，他の労働者の努力選択に関す 

る情報を，経営者には与えないことである。

任意の企業のゾ番目の労働者に関する社会的推移基準は，次の性質を満たす写像r であるとする。

てQ),m) =  P  if <2 and ^2

て(A m) = N  otherwise

tQN, m) = N  for any m 

つまり，ア企業は，少なくとも二人の同僚労働者が，ある労働者の実績を悪いと評価した場合，そ 

の労働者は解雇される。他方，同僚労働者の評価が悪くなくとも，その労働者の同僚労働者に対す 

る評価が，二人以上の他の労働者のそれと食い違っていれば，やはりその労働者は解雇される。解 

雇された労働者は，次の期にはiV企業でしか雇用されない。iV企業で働くことはabsorbing state 

であり，一旦TV企業で雇用されれば，生涯を通じてそこにとどまらなければならない。新しく生ま 

れた労働者は，労働者の死亡もしくは解雇によって職場に空きができるに応じて，P 企業かiV企業 

のいずれかに，確率的に割り当てられる。以上の社会慣習を所与とすれば，すべてのiV労働者は， 

Vm*==Um*/(1—5) の現在割引利得をえることになる。

5. 2 本節では，P 企業で選択される努力の水準ee*を定義する。まず， が，他の労働者 

の努力選択e と企業の提示する賃金関数9̂ ^を所与としたときの，個別労働者の最適な努力選択だっ 

たことを想起しよう。次に， のもとでの協調的行動からの逸脱誘因を，

diet, <P：)=EuQcpCfCet,v\BRCet,の )，BRCet, <p))-uK ぬ

と定義する。また， •はすべての線形賃金関数の« 合だったから，協調行動からの逸脱を企業が発 

見できるとき，逸脱の誘因がなくなるような賃金関数の集合を
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WciuM*') ={<P^W\diet,め シ iu K e t)- / ( I一5)}

と定義する。附 ふ u i n  .とし，4 およびu t がそのときの協調的努力水準と利得水準であるこ 

とを注意して，以下， を 満 た す が 存 在 す る こ と を 示 そ う 。

をeセ, 協調が行われた場合に，P 企業に最大の期待効用を生み出す賃金関数であるとしよう。 

すなわち，

i c =  argmax 五(^パ 4 , で) — り)）

である。このときの企業の期待効用水準をibeとし，労働者の期待効用をi ieとする。5 . 1 で定義さ 

れた社会慣習の下では，すべてのP 労働者はi)c=か/ ( I一めの利得を，期待生涯利得として受け 

る。

補題 4

もし 4̂ EyrcCmm* ) ならぱ，" す̂ " j f , であり，また，か> " j f * か つ で あ る 。

黎 明 <pEWふm * )ならばゴ( 4 ,が)さ0 であり，定義からut>UM*が成り3^つ。 - /

V i>NiuM*')^Wc<iuM*')より，？ とその内部は非空であり，従って î：e>；0 である。,次に 

UM* , を 示 そ う だ か ら ，ぷ。さめf * である。’ .も.し Mc=efcif*'なら’I diec, <Pc')=0つか 

ec=BR(.ec, <Pc):が成り立つ。従って，もは，(K の下での一回限りのゲームのナッ'JXュ.均衡水準で 

なければならず，ら で あ る 。しかし，これは補題2 と矛盾するから，か が 成 り 立 つ 。 

(証明終わり） - : ’ ’

上の補題によって，？企業は，WcCum* ^の中から任意に貧金関数を選ぶことで，労働者に協調誘 

因を与えつつ，しかも，iV■企業と少なくとも同じだけの期待利得を獲得できることが明らかである。 

さらにこの補題の後半部分から，P 企業はを越える期待利得を雇用労働者に与えつつ，しか 

も，AT企業より高い期待利得を獲得できることも明らかである。

逸脱インセンティブ関数と同様に，労働者や経営陣の期待利得も，すべて賃金関数のバラメータ 

一<7およびろの連続関数である。従って，労働者に以上の協調的な利得を生み出し，しかも， 

企業にはゼロの期待効用をもたらす，つまり，

Ue*=W^*(.et )>Ujt*

JTC*ニ , i ) 一< n4  , り) ) ニ0

を 満 た す 線 形 の 賃 金 関 数 が 存 在 す る 。このときの努力水準4 , を，ここで考察して 

いる社会慣習の下で，P 労働者が選ぶべき努力水準e。* であると定まする。5 . 1 で定義された社会 

慣習の下で，すぺての/>労働者は，"。*ニ《<:*/(1-めだけの期待生涯利得を獲得する。
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5. 3 本節では，5 .1 で特定化された社会慣習（ぴ，r ) が慣習均衡になることを，HE明しよう。補 

題 1から，iV労働者と/^労働者について，補題1の条件が成立することを示さなければならない。

■労働者に関しては，労働契約が規定する行動が一階限りゲームのナッシュ均衡だから，この条件 

が成り立つの は き 明である。 労働者については， ee* を守りインセンティブを持つ。なぜなら， 

から逸脱したときは，他の同僚労働者が，その労働者が企業文化に従っていないことを報告し， 

その結果，その労働者が解雇されてしまうからである。他方，同僚労働者についての真実を報告す 

るインセンティブも存在する。虚偽を報告することは，ア労働者の地位の損失をもたらし，その結 

果，一時的な利得以上のi i失を，一生を通じて被ることになるからである。従って，

ム画 ロロ雄

社会慣習y9=(び, r ) は，慣習均衡である。この慣習均衡の下では，すべての労働者は協調的な 

労働努力を選択し，AT労働者より高い期待効用を獲得する。しかしすベての企業の期待効用は，P  

とiVに関わらず，ゼロである。

なお，n ^ 3 ,つまり，一' " の企業の労働者数が， 3人以上であるという仮定は重要である。二人 

の労働者しかいなければ，彼らの報告が矛盾するときに，企業はどちらの労働者が真実を述べてい 

るのかを，容易に判断できない。いうまでもなく，二人しか労働者がいない場合でも，企業は彼ら 

の報告が食い違ったときには，両方の労働者を同時に解雇することで，インセンティブを与えるこ 

とができる。しかし労働者の意見が異なるという理由で解雇するならば，企業が「公正」である 

という信頼が維持できるか，従って，協調的な労働慣習が維持できるかどうかが，必ずしも明らか 

でない。享実，メカニズム. デザインの研究では，" さ3 の場合には《= 2 の場合と異なって，強い 

結論が得られることが知られている。M askin〔1977〕，Maskin [1985], Postlewaite and Schm- 

eidler C1986]およびSaijo〔1988〕は，少なくとも3 人の経済主体が存在すれば，本稿で考察し 

たメカニズムと類似したメカニズムで，一意的なナッシュ均衡が存在することを示した。本稿のメ 

力ニズムは，一意的なナッシュ均衡を保証しないが，一意的なナッシュ均衡を保証するメカニズム 

を設計することは，困難ではない。

5. 4 いくつかの注意点に触れておこう。第一に，P 企業では，協調的な努力水準が，解雇という 

脅しによって維持されることを71̂した。しかし本稿の解展を，必ずしも純粋な脅し（あるいはマイ 

ナスの誘因）であり，P 企業の職場の雰囲気が敵意に満ちていると解釈するべき必要はない。期待 

効用の差， リC*一t V は，P 企業の労働者が協調を容易にするための，アメ（プラスの誘因）と解釈 

することもできる。P 労働者は，協調することで，より高い利得を得られるからこそ協調するので 

ある。また，他の同僚労働者も協調的な努力水準で働くと予想するからこそ，協調的な労働水Ipで 

働くのであり，それゆえに，その水準で働くことが，/^企業の労働慣習となるのである。つまり，
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マイナスであれプラスであれ， 労働者は，協調する誘因があることこそが，重要な点である。

第二に，終身雇用が支配的な日本の労使関係では，解雇の可能性が実際にはないのではないかと 

考える人もいるかもしれない。し か し 小 池 〔1977〕力適調したように，日本の終身雇用制は，生 

涯にわたる雇用の保IEを意味しない。ある年功に達すれぱ，すべての労働者が書面に書かれた合意 

によって，経済環境が悪化しない限り，雇用が保証されろアメリカの慣習とは反対に，日本の慣習 

は，経済環境が悪化しても，労働者を解雇しないよう企業が最善を尽くすという暗黙の合意に過ぎ 

ない。

享実，島 田〔1988〕は， ホンダ•オプ • ア メ リ カ •マ ニ ュ プ ァクチャリングが日本の経営シスチ 

ムを導入する過程で，実際に数名の労働者を解雇したことを報告している。しかしそれは，最終的 

には，会社全体での公開討論を経た上で行われたのであり，しかも，雇用者側から選ばれた6人と， 

経営側から選ばれた1名の，合計7名からなる代表の投票で決定された。日本で解雇が行われる場 

合には，もっと陰微な形で行われる。経営陣は，企業が望ましくないと思う労働者に，「肩たたき」 

をするだろう。しかしその場合でも，その労働者の同僚労働者間での評半!！が良ければ，同僚労働者 

がその労働者の雇用を守ろうとするから，肩たたきも機能しないだろう。

第三に，本稿では，企業の側に，この契約（あるいは社会慣習）を維持するインセンティブがある 

かどうかを検討しなかった。この点を分析することは，それほど困難ではなしかしそのために 

は，経営陣 • 株主のインセンティブを明ポ的に扱う必要があるため，別の機会に譲ることにしたい。

第四に，本稿の社会慣習が成立するのは，すべてのP 労働者が，同僚労働者の努力選択を識別で 

きるという点にあった。このことが可能なためには，載場で享故があったとき，各労働者が，他の 

労働者の責任が何であり，また彼らが適切に行動していろかどうかを理解できなければならない。 

このことは，/^労働者が，複数の職能をマスターし，多数の異なる職務を遂行できなけれぱならな 

いことを意味している。日本の載場では，多数の職務を経験した後に初めて昇進する階層的昇進制 

度や，職場内訓練が，これを実現していると考えられる。

第五に，社会全体でのiV■企業の割合を表すバラメーター7•は，本稿での分析に何の役割も果たさ 

なかった。し か し r がどんな値をとっても，5 .1節の社会慣習は慣習均衡となる。従って，本稿 

で分析した社会慣習は，実は複数均衡を保証している。まは，この点は，本稿の分析の重要なイン 

プリケーションである。しかも， の値に依存して，経験のバフォーマンスは大きく異なり得る。 

r の値が大きければ大きいほど，P 企業が増え，社会構成員（労働者）の平均的な利得と経'済の生産 

性はともに改善する。言い換えれば，社会慣習は，社会の経済的バフォーマンスの重要な決定要因 

なのである。

注 （1 2 )企業側の契約（慣習）維持インセンチィプに関しては，B u ll〔1987〕， Kanemoto and MacLeod 

〔1987〕，〔1989〕などを参照せよ。
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■ 6 結 語

本稿では，労働者が高い効用を獲得し，また高い生産性（高い努力水準）を実現するのに，労働慣 

習と企業文化が重要な役割を果たすことを示した。また，他の労働者の努力水準の選択についての 

評価を容易ならしめている，労働者の多機能性を強調した。この，協調的な社会慣習と労働者の多 

機能性は，各労働者が持っている私的情報を企業組織の生産活動や経営面に反映させるために,よ 

り重要な役割を果たすと思われる。Q C 活動が示すように，生産活動を改善する具体的な方法の多 

くは，現場の労働者の私的情報であり，経営者は知らない。しかし，これらの具体的方法も，一人 

一人の労働者がすべてを知っているわけではないから，最善の結果を導くには，職場や企業全体の 

労働者の協調が要請されるからである。また，各労働者の適切な努力選択が補完的であれぱ，脇調 

することで, たとえ個々の労働者の生産性の上昇は小さくても，全体では，大きな生産性の上昇が 

もたらされるかもしれない。この意味で，適切な努力（労働）の選択には，（0 私的情報の共有と， 

( i i ) その情報に基づいて他の労働者は最善の行動をとるだろうという信頼が重要である。協調を生 

み出す企業文化は，まさにこのような誘因を与える。この点についての分析も，別の機会に譲るこ 

とにしたい0
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